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サマリー

パーパス
実現への
取り組み

インターネットを支える技術分野で、
世界を牽引し続けているシスコ。
その一方でシスコの従業員は

「すべての人のためにインクルーシブな未来を実現」するため、
世界にプラスの影響を与えるための取り組みを行っています。
ここではその内容を紹介する

「パーパス実現への取り組み～ 2022 年版シスコ パーパスレポート」の中から、
「サステナビリティへの取り組み」
「セキュリティへの取り組み」
「ハイブリッドワークへの取り組み」を取り上げ、
その概要を紹介します。

● サステナビリティへの取り組み (1)
温室効果ガス排出量ネットゼロの先を見据えて

● サステナビリティへの取り組み (2)
循環型経済の実現をお客様やパートナーと共に

● セキュリティへの取り組み
セキュリティとプライバシーをあらゆる場所で

● ハイブリッドワークへの取り組み
包括的でインクルーシブなハイブリッド環境の構築



気候変動は私たちの生活やビジネスはもちろんのこと、
生態系にも重大なリスクをもたらします。このリスクを
最小化していくには、長期的な視点での取り組みが
欠かせません。その中でも重要なのが、二酸化炭素や
メタンなどの「温室効果ガス」の排出量削減です。
シスコは自らが温室効果ガス削減に取り組むとともに、
お客様の取り組みも積極的に支援しています。

シスコに関連する温室効果ガス排出量の大部分は、シスコ
製品の使用によるものであり、その割合は 72 ％に上り
ます（スコープ 3）。シスコ製品の多くは 24 時間 365 日
止まらずに稼働しており、それが数年間続くからです。
次に大きな割合を占めているのがシスコ製品の製造と
輸送であり、これらを合わせると 27 ％となります

（スコープ 3）。そしてシスコ自身の事業活動からの温室
効果ガス排出量は、全体の 1 ％となっています（スコー
プ 1 ＆ 2）。

シスコではまず製品そのものの排出量を削減するため、
サステナビリティと循環型経済の原則を製品設計に組み
込むように努めています。具体的には、消費電力の削減、
熱排出量の削減、高速相互接続と効率的な処理を可能
にする ASIC の開発、お客様の施設への統合によるエネ
ルギー効率の向上という、4 つの分野での改善を進めて
いるのです。これによって、お客様のデータセンター全体
での温室効果ガス削減を目指しています。

また 2022 年度には「Engineering Sustainability Office」
を新設しました。その目的はバリューチェーン全体の
脱炭素化を促進し、お客様がサステナビリティ目標を
達成できるように支援することです。また、ガソリン車
の段階的廃止に向け、電気自動車（EV）に対応できる
送電網実現への取り組みも推進。個々の EV をバッテ
リーとして利用することで送電網の負担を軽減する

「Vehicle-to-Grid（V2G）」テクノロジーの商用化を見据
え、共同イニシアチブである「E-Flex プロジェクト」
にリードパートナーとして参画しています。

さらにシスコ自身の事業活動においても、ハイブリッド
ワーク戦略を通じた「持続可能な建物」への取り組み
を推進。自社のグローバルデータセンターもより持続
可能なものにするため、エネルギーの管理と最適化に
取り組んでいます。

すでに 2022 年度には、34 件のエネルギー効率化
プロジェクトによって、14.5 GWh のエネルギー消費と 
8,000 トンの CO2 排出を削減。グローバルで使用した
電力に占める再生可能エネルギーの割合も、89 ％に
達しています。

今後もこれらの取り組みを継続し、2025 年度までに
スコープ 1 ＆ 2 の絶対排出量を 90 ％削減、2030 年度
までにスコープ 3 の絶対排出量を 30 ％削減、2040 年
までにスコープ　1、２、３ の絶対排出量を 90 ％削減し、
温室効果ガス排出量のネットゼロ達成を目指しています。

（いずれも 2019 年度からの削減率。2040 年のネット
ゼロは、残りの排出量と同量を空気中から除去すること
で中和）

サステナビリティ
への取り組み (1) 温室効果ガス排出量ネットゼロの先を見据えて

2022 年度の実績

2030 年までの目標

2040 年までの目標

・34 件のエネルギー効率化プロジェクト
・14.5 GWh のエネルギー消費と
　8,000 トンの CO2 排出を削減

2025 年度までの目標
・スコープ 1＆2 の絶対排出量を 90％削減（2019 年度比）
　2022 年度までに 39％を削減済み

・スコープ 3 の絶対排出量を 30 ％削減（2019 年度比）
　2022 年度までに 22 ％を削減済み

・スコープ 1、２、３ の絶対排出量を 90 ％削減
・温室効果ガス排出量のネットゼロをバリューチェーン全体で達成（2019 年度比）

2022 年度のシスコのスコープ　1、２、３ の排出量

注：数字は四捨五入されているため、合計が 100% にならない場合があります。

スコープ 3：販売した製品の使用 スコープ 3：購入した製品とサービス
スコープ 1、2：シスコの事業活動

スコープ 3：その他の全カテゴリ

スコープ 3：輸送、配送（上流）
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サステナビリティの実現では、廃棄物をどう削減するか
も重要な課題になります。そして廃棄物を最小化して
いくには、使用した資源の再利用などを通じて、循環
型経済を目指さなければなりません。シスコはそのための
取り組みも積極的に推進しています。リサイクル素材を
含んだ材料を優先的に使用し、資源効率を高める製品
設計を行い、修理、再生、リサイクルを促進することで、
製品寿命を延ばしているのです。

その進捗状況を追跡するための設計評価の方法論も、
2021 年度に策定しています。新製品とその梱包をこの
方法論に従って評価し、循環型設計の基準を満たして
いるか否かを確認するとともに、この評価プロセスを
製品開発ライフサイクルに浸透させる取り組みを行って
います。

例えば製品設計では、モジュールの冗長化、稼働中でも
交換や修理が可能な構成、再生業者が稼働時間データ
を確認できるカウンタの採用などを行うことで、部品の
交換や再利用によるライフサイクルの長期化を進めて
います。

また梱包やアクセサリー（付属品）も、循環型設計の
重要な要素だと考えています。まずアクセサリーに
関しては、標準構成に必要か否かを精査し、必要では
ないものを標準構成から除外。例えば「電源コード
なし」のオプションを製品構成に追加することで、不要な
電源コードの出荷を削減しています。また必要なアクセ
サリーについてもリサイクル素材を積極的に採用する
ことで、バージンプラスチックの使用をできる限り抑制。
梱包に関しても、プラスチックを再生板紙やワックス
ペーパーなど、より持続可能な資材に置き換えています。

シスコではこのような取り組みに加え、製品の返品と
再利用に焦点を当てたプログラムを、長年にわたって
提供しています。またシスコのサステナビリティに関する
取り組みを支援しているパートナーを認定し、パートナーが
お客様に適切な情報を提供するとともに、製品の回収
を促進することで、お客様が循環型ビジネスモデル
へと移行することも支援しています（Environmental 
Sustainability スペシャライゼーション）。さらに 2022 
年度にはお客様が循環型経済に参画しやすくなるよう、

「Cisco Green Pay」という支払い方法も用意。日本で
も 2023 年 3 月 23 日に国内での適応開始について発
表しています。「Cisco Green Pay」は、 シスコの循環
型経済に賛同、同意いただいたお客様に、シスコ製ハー
ドウェア製品の導入にあたって、使用期間に応じてイン
センティブを付与する特別ファイナンスプログラムで、
利用契約終了後にはシスコが無償で当該製品を回収
し、シスコの循環型経済プログラムに基づいて処理さ
れることを示す証明書を発行します。機器の「所有」
から「利用」へとシフトすることで、持続可能なテクノ
ロジー戦略を実現しやすくしています。

Sustainability

サステナビリティ
への取り組み (2) 循環型経済の実現をお客様やパートナーと共に

・梱包に使用している発泡緩衝材を重量基準で 
　75 ％削減
・製品梱包材の梱包効率を 50 ％向上
・シスコ製品に使用されるプラスチックの 50 ％
　（重量基準）をリサイクル素材に変更
・1 つ以上の拠点で廃棄物ゼロ転換を
　達成したサプライヤを 70 ％に

2025 年度の目標
（いずれも 2019 年度比）

・400万個の Meraki アクセサリーの70 ％を、   
　リサイクル素材でできた紙ベースの梱包へ
・205,000本の電源コードの出荷と梱包を回避
・37,273ポンド（約17トン）の発泡材を削減
・70 万ポンド（約 318 トン）を超す
  ダンボールを削減

2022 年度の実績

すでに 2022 年度には、以下の成果を達成しています。

　　400 万個の Meraki アクセサリーの 70 ％を、
　　リサイクル素材でできた紙ベースの梱包で出荷。

　　「電源コードなし」オプションによって、
　　205,000 本の電源コードの出荷と梱包を回避。

　　シスコ製品全体で 37,273 ポンド（約 17 トン）　
　　の発泡材を削減。

　　70 万ポンド（約 318 トン）を超すダンボールを
　　削減（ピザ箱 100 万個に相当）。

今後の目標としては、2025 年度までに以下の数値の
達成を掲げています。

　　シスコ製品の梱包に使用している発泡緩衝材を重量
　　基準で 75 ％削減（2019 年度比）

　　製品梱包材の梱包効率を 50 ％向上（2019 年度比）

　　シスコの新製品と梱包の 100 ％に循環型設計の
　　原則を導入

　　シスコ製品に使用されるプラスチックの 50 ％（重量
　　基準）をリサイクル素材に変更

　　シスコの部品および製造サプライヤの 70 ％（調達
　　額の割合）が、1 つ以上の拠点で廃棄物ゼロ転換を
　　達成

Sustainability
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私たちの生活やビジネスは、分散した場所をつなぐネットワークを抜きに、語ることが
できない状況になっています。そこでは当然ながら、セキュリティの確保が欠かせ
ません。最近ではランサムウェアやソフトウェアの脆弱性を突く攻撃が日常茶飯事と
なっており、いつこのような脅威に直面するかわからない状況だからです。またサイバー
空間におけるプライバシーや信頼も、これまで以上に重要な課題になっています。

シスコはこの分野におけるリーダーであり、セキュリティ製品やセキュリティソリュー
ションを通じて、社会や企業が必要とする保護を提供しています。透明性、公平性、
説明責任の原則に基づいて、セキュリティとプライバシーを設計段階から組み込む
活動を、積極的に推進しているのです。

例えばリモート会議で使用される Webex では、ユーザーの周囲にあるものを隠す
機能を用意することで、プライバシーとセキュリティを確保しています。これは AI に
よって実現されていますが、その学習過程で必要なデータも、匿名化されていること、
倫理的に収集されていること、ユーザーによって作成され明示的な同意を得て提供
されていること、などの条件を設けた上で利用しています。これによって多様性に配慮
した画像やアルゴリズムを得ることで、より適切でインクルーシブやユーザー体験を、
すべての人に提供できるようにしています。

また教育、学術機関向けの Webex では、教師や生徒固有のニーズに対応するため、
複数の新機能を追加。サイバーいじめやハラスメントといった好ましくない事態が発生
するリスクを抑制するとともに、すべての人が Webex を簡単に使えるようにしています。

さらに、 Webex チームの知見を基に「責任ある AI フレームワーク」を 2022 年に制定。
透明性、公平性、説明責任、プライバシー、セキュリティ、信頼性という 6 つの原則
を遵守する取り組みを継続的に推進するとともに、人権に対するリスクの管理方法
に関するガイダンスの提供や、人権、プライバシー、セキュリティの問題に関する
インシデントレポートの発行を通じて、説明責任を果たしています。

日本でも、Webex Suite が 政 府 情 報システムのためのセキュリティ評価制度 
(ISMAP: Information System Security Management and Assessment Program)
の評価を完了し、2023 年 3 月 16 日付で ISMAP クラウドサービスリストに登録され
ています。

シスコがこの領域で取り組んでいるのは、製品や
ソリューション提供だけではありません。セキュリティ
やプライバシー、信頼といった問題に対するシスコの
知見をまとめ、それらに基づいた独自見解を共有
するという活動も展開しています。

その一環として 2022 年度に発行したのが「The 
New Trust Standard」です。これは世界中の数千
ものお客様を保護しデジタル化してきた経験から
得られた知見をまとめたものであり、信頼できる
最新のデジタル リレーションシップを構築するため
のフレームワークを紹介しています。またセキュリティ
とプライバシーに関する知見を、世界中のお客様や
業界団体、民間部門や公共部門の組織と広く共有
するための活動にも、全力を尽くしています。

セキュリティ
への取り組み セキュリティとプライバシーをあらゆる場所で

シスコにとっては、世界中の政策立案者や規制当局、
政府機関と連携することも不可欠です。これらの
機関はシスコテクノロジーのユーザーであるとともに、
その運用方法に関する政策や規制を打ち出す側でも
あるからです。そのためシスコにはこれらの機関
から、進行中の調査に関するデータの提供を求め
られることがありますが、そのような場合には厳格な
ポリシーや手順に従いデータ開示を最小限に抑え
ながら対応、シスコのソリューションやサービスへの
アクセスが不法に侵害されないようにしています。
またこのような要求に関連するデータを 6 か月毎に

「透明性レポート」として公開しています。
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これからの働き方の大きなテーマは「ハイブリッドとグローバル」だと言えます。2019 年から 2021 年
までの間に、主に在宅で仕事をする米国人は 3 倍に増えており、日本でもコロナ禍によってリモートワーク
やハイブリッドワークが定着しました。ハイブリッドワークとは、場所を問わずに働けることを意味します。
重要なのはオフィスに何日出勤するかということではなく、一体感を得ながら能力を発揮できるチームを
構築し、企業文化を強化しながらお客様に価値を提供することなのです。

シスコはコロナ禍が始まる前からハイブリッドワークをいち早く導入しており、すでに第一線のマネージャー
のうち、リモート勤務の部下が 1 人以上いるマネージャーは 70 ％に上っています。またハイブリッドワー
クを推進する専門知識を持つ企業として、そのベストプラクティスを定期的に発表しています。さらに、
ハイブリッドワークを支える環境を実現するための各種ソリューションも提供しています。
それではハイブリッドワークを成功させるには、どのような要素が必要なのでしょうか。シスコでは大きく
４つの柱が重要になると考えています。

ハイブリッドワーク
への取り組み 包括的でインクルーシブなハイブリッド環境の構築

シスコは会社方針（ポリシー）とガイドラインを
通じて、柔軟なハイブリッド環境を、地域の
法規制に準拠しながら構築しています。その
最新のガイドラインには、出向や転籍、ホーム
オフィスやインターネットのポリシー、費用の払い
戻しなども記載されています。このように、ハイ
ブリッドワーク導入のあらゆる段階で、明確かつ
インクルーシブな基準を明確化することで、従業
員に柔軟性や選択肢、そのための手段を提供
しているのです。

会社方針と
ガイドライン

2

人材に関するシスコの取り組みは、シスコの「コン
シャスカルチャー」に基づいています。これは、
誰もが認められ、気にかけてもらい、受け入れ
られていると感じられる企業文化のことであり、
シスコはこのような環境を意識的に作り出して
います。ハイブリッドワークを成功させるには、
柔軟性や心身の充実、インクルージョン、参画が
重要になります。これによって場所を問わずに
人材を採用し、キャリアアップを支援できるように
なります。またこれらの要素が満たされることで、
テレワークでも従業員の指導が可能になり、
成長の機会を提供できることが明らかになって
います。

人材1

ハイブリッドワークでは仕事をする場所ではなく、
仕事の内容や成果が重視されるようになります。
そして、オフィスは義務だから行くのではなく、
魅力的な価値があるから行く場所であるべき
だと、シスコは考えています。シスコのコラボ
レーション センターもこの考え方に基づき、
チームのコラボレーションやつながり、心身の
充実を支援、促進するように設計されています。
例えばニューヨーク市にあるフラッグシップ 
コラボレーション センターは、会議場所としては
もちろんのこと、チーム構築やコミュニティ
活動、フィットネスなどにも利用可能。新たな
ワークスペースの可能性を具現化しています。

ワークスペース3

ハイブリッドワークの実現では、テクノロジーも
不可欠な要素の １ つです。シスコはコラボレー
ションからセキュリティ、ネットワークまで、比
類なきテクノロジーを提供しており、これを組み合
わせて活用することで、安全で快適なハイブリッ
ドワークを実現できます。テレワークでは疎外
感や孤立感を覚えがちですが、シスコのテク
ノロジーなら一貫性のあるインクルーシブな体験
を、場所を問わずすべての人に提供できます。テ
クノロジーには企業活動を、より人間味のあ
るものに変えるパワーがあるのです。

テクノロジー4
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将来の見通しを示す記述

このレポートには、適宜修正される 1933 年証券法および 1934 年証券取引所法に基づいて定められたセーフハーバーの対象となる将来の見通し
を示す記述が含まれています。史実の記述を除くすべての記述は、将来の見通しを示す記述とみなされる可能性がある記述です。それらの記述は、
シスコがビジネスを行っている業界に関する現在の期待、予想、予測、推定、およびシスコ経営陣の信念と想定に基づいています。「期待される」、

「予期される」、「目指す」、「目標とする」、「推定される」、「意図する」、「計画する」、「信じる」、「向かっている」、「追求する」、「予想される」、「継続する」、「努
める」、「取り組む」、「可能性がある」、およびそれらのバリエーションや類似表現は、そのような将来の見通しを示す記述を示すことを目的として
います。さらに、次のものに言及するあらゆる記述も、将来の見通しを示す記述に該当します。（1）シスコの目標、公約、プログラム、（2）シス
コの事業計画、取り組み、目的、（3）シスコの想定と期待、（4）シスコの企業責任のリスクと機会の範囲および影響、（5）第三者の基準および期待。
将来の見通しを示すそれらの記述は予測に過ぎず、予測困難なリスク、不確実性、想定（Form 10-K および Form 10-Q で証券取引委員会に提出
した最新の書類に記載されているものを含む）の影響を受けることにご注意ください。将来の見通しを示す記述はその記述を行った時点でのもの
であり、シスコは将来の見通しを示す記述を更新するいかなる義務も負いません。

企業として築いてきた独自の強みと経験を活かし、
人々の生活をあらゆる場所で向上させたい。
それがシスコの使命であり、果たすべき責任でもあると考えています。
その使命感、責任感に駆り立てられ、
シスコは「パーパスの旅」を続けてきました。
そしてその旅は、これからも続いていきます。

もちろん私たちの取り組みは、常に成功するとは限りません。
時には失敗することもあるでしょう。
しかしそこで自問自答し、
臨機応変な対応を続けていくことで、
より効果的な道を見出すことができるはずです。
失敗は成長の糧であり、そこで多くのことを学ぶことで、
パーパスの実現に近づくことができるのです。

私たちはこれからも、
この使命を忘れずに進んでいきます。
そしてシスコのお客様やパートナー、
投資家の皆様にも
この旅に加わっていただき、
すべての人にとって
真にインクルーシブな未来を、
力を合わせて
実現していきたいと考えています。

すべての人の
未来のために。
シスコの旅は
続きます。
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